
平成３１年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

課題

分野 健康・福祉 小分野 １　障がい者福祉 評価対象年度 H30年度

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

障害福祉課

　扶助費については基金を財源として
いるため、基金の残高状況等を踏ま
え、他の基金活用事業と併せて、その
方向性について検討する。

A101
障がい福祉サービス
事業

　障がいのある人が住み慣
れた地域で安心して暮らせ
るようにするため、市単独
の障がい福祉サービスを実
施する。

・障害者地域活動支援センターの運
営事業
・福祉タクシー券の交付（303
人）
・紙おむつ給付（２３人）
・障害者通所助成（４１人） 11,296

・取組状況の3つの扶助費について
は社会福祉事業推進基金を活用して
おり、基金は年々減少している。
・扶助費については、行政経営指針
及び行政経営改革実施計画におい
て、見直しが位置付けられている。
・地域自立支援協議会から市外施設
のみ対象の障害者通所助成につい
て、市内施設についても対象にする
よう提言があった。

〇

②手段・サービス水準の見直し

障害福祉課

　既存事業所に対して、相談支援事業
所の開設をお願いするとともに、市内
に進出を計画している事業者に対して
は、相談支援事業所の併設を要望する
などして、相談支援事業所の充実を図
る。

A102
障がい者相談支援事
業

　障がい者及びその家族の
地域における生活を支援
し、障害福祉サービスが利
用しやすいようにするた
め、相談業務や情報提供な
どを総合的に行う。

・障害者支援センターの施設管理と
障がい者福祉事業及び相談
・相談の費用である指定管理料を見
直して、相談員を2人体制とした。

9,076

　市内の相談支援事業者は4か所あ
るが、そのうち2か所は障がい児を
対象としており、1か所は精神障が
い者を対象にしているため、すべて
の障がい者を対象とし、また一般相
談を委託している障害者支援セン
ターに相談が集中してしまう。

○

⑫その他

障害福祉課A103
障がい者雇用・就労
支援事業

　障がい者の雇用促進及び
一般就労の機会拡大を図る
ため、就労相談等の支援を
行う。

・障害者就労支援員の設置
・障害者職場実習奨励金の交付（6
件）
・チャレンジドオフィスしろいの実
施（スタッフ雇用2人）

5,176 〇

障害福祉課

　共催団体やボランティア協力団体の
ほかに生涯学習課や健康課などの関連
が見込まれる部署等と連携し、魅力の
ある新たな実施種目や一般の方や体を
動かすことが苦手な障がい者も参加し
やすくなるようなメニューを検討す
る。

A104
障がい者スポーツ大
会等参加促進事業

　障がい者スポーツ大会な
どの開催を通じて、障がい
者の社会参加促進のため機
会を提供する。

・デイケアクラブの実施
精神障がい者を対象に社会参加(機
会づくり・仲間づくり)のための講
座やイベントを開催
・障がい者を対象としたチャレンジ
パーソンスポーツの開催
・県障害者スポーツ大会・作品展示
会などへの参加を支援

572

　ふれあい広場チャレンジパーソン
スポーツは、障がいのある人たちの
交流及び健常者との相互理解を深め
るため、障がい者と健常者が「いつ
でも・どこでも・だれでも」楽しめ
るスポーツ・レクリエーションによ
る、楽しみづくり・仲間づくり・健
康づくりを合わせた交流会として実
施しているが、関係者団体以外のボ
ランティアや一般の方の参加者が少
ない状況である。

〇

②手段・サービス水準の見直し



平成３１年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

課題

分野 健康・福祉 小分野 ２　高齢者福祉 評価対象年度 H30年度

事業
コード

事務事業名 事業目的

③他事業との連携・統合　

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

高齢者福祉課

隔年（次回2020年度）で産業振興課
と協働で実施し、若者から高齢者まで
を対象としたイベントとして開催す
る。就労部門の参加企業募集を産業振
興課（商工振興班）が担当し、ボラン
ティアや生活支援体制の担い手募集、
介護事業所の求人、当日の講座テーマ
の設定については、高齢者福祉課（地
域包括支援センター）が担当して実施
する。

A201
高齢者就労等マッチ
ング事業

　就労やボランティア活動
を通して、高齢期になって
も、生きがい・やりがいの
ある生活を継続し、健康寿
命の延伸を図る。また、高
齢者を積極的に雇用する企
業を増やし、新たなボラン
ティアの場を発掘・創造す
る。

産業振興課と協働で実施し、若者か
ら高齢者までを対象としたイベント
として開催。

39

・高齢者の社会参加（就労・ボラン
ティア等）のきっかけとしてのイベ
ント周知（別途必要）
・集客（60歳以上の関心の高い講
座内容の設定）
・参加企業の業種の充実

○

　介護保険の普及により、介護保険
サービスでまかなえる支援サービス
と市独自に提供しているサービスが
類似しているため、市独自のサービ
スの必要性について検討する必要が
ある。

○ 高齢者福祉課

・高齢者住宅改造費助成事業
　介護保険制度への上乗せサービスの
必要性について、平成３０年度中に検
討する→31年度より事業廃止
・紙おむつ等の支給
　紙おむつの支給については、平成２
７年度に月１２０枚から９０枚に見直
しを行っているため、平成３０年度は
現状維持とし、助成額や支給方法のあ
り方等について、平成３０年度中に検
討する。→31年度も引き続き要検討

A202 高齢者在宅福祉事業

　高齢者の日常生活を支援
する。

・外出支援サービス
　　利用者33名
・給食サービス
　　利用者55名
・緊急通報装置の貸与
　　利用者327名
・軽度生活援助サービス→30年度
より事業廃止
　　利用者0名
・紙おむつ等の支給
　　利用者267名
・寝具乾燥消毒サービス→30年度
より事業廃止
　　利用者0名
・訪問理美容サービス
　　利用者8名
・徘徊高齢者家族支援サービス→
30年度より事業廃止
　　利用者0名
・高齢者住宅改造費助成事業
　　利用者4名
・福祉タクシー事業
　　利用者201名
・ショートステイ事業
　　利用者2名

33,118

②手段・サービス水準の見直し



H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

課題
事業

コード
事務事業名 事業目的

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

高齢者福祉課

・尿失禁予防
　介護予防講演会のテーマを尿失禁予
防とする他、なるほど行政講座のメ
ニューに尿失禁予防の講座を加える。

A203
介護予防普及啓発事
業

　介護予防に関する知識の
普及を行い、高齢者が要介
護状態になることを予防す
る。

・介護予防講演会
・介護予防月間イベント
・脳の元気度測定会
・運動・栄養・口腔・認知症予防等
の介護予防教室
・介護予防手帳の配布
・梨トレ体操の普及
・出前出張講座の実施
・介護予防推進委員の育成
・脳卒中予防の啓発ポスター、チラ
シの配布

3,670

・尿失禁予防
　高齢者が要介護状態となることを
予防するためには、外出等の妨げと
なることもある尿失禁の予防が重要
であり、より多くの高齢者に予防に
関する知識の普及を図る必要があ
る。 ○

②手段・サービス水準の見直し

ボランティア登録者リストの整理及
び受け入れ先を増やすことを検討す
る必要がある。

○

⑫その他

高齢者福祉課
ボランティア事業の周知を図るととも
に、事業の対象施設を介護施設以外へ
拡大すること等を検討する。

高齢者福祉課

A204
介護支援ボランティ
ア事業

　高齢者がボランティアを
行うことで、社会参加・地
域貢献を果たしながら、自
らの介護予防を目指す。

・ボランティアの登録
・事業の実施

2,694

現状、直営地域包括支援センターに
ついては、担当圏域の①～③業務の
他、地域包括ケアシステム構築に向
けた各種事業に取り組んでいる。
第7期計画中（平成30年度～平成
32年度）は、現状の箇所数・運営
形態（直営１・委託２）とする方針
だが、第8期計画（平成33年度
～）以後、高齢者人口の増加や地域
包括ケアシステムの構築に向けた事
業の充実を踏まえて、運営形態の検
討を行う必要がある。

〇A205
地域包括支援セン
ター運営事業

　高齢者が住み慣れた地域
で安心して暮らすことがで
きるようにする。

高齢者人口の増加に伴い、平成29
年度に地域包括支援センターを2か
所増設（直営1か所・委託2か所）
し、各地域包括支援センターにおい
て、以下の業務に取り組んだ。
①総合相談支援業務（地域における
ネットワークの構築・高齢者の実態
把握・初期対応及び継続的な相談支
援対応）
②権利擁護業務（成年後見制度の利
用促進・老人福祉施設等への措置の
支援・高齢者虐待や困難事例への対
応・消費者被害の防止等）
③包括的・継続的支援業務（包括的
継続的なケア体制の構築・地域の介
護支援専門員のネットワークの活
用・介護支援専門員に対する個別指
導相談等）

58,337



平成３１年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

子育て支援課A303
ひとり親家庭支援事
業

　ひとり親家庭等（母子・
父子家庭、養育者家庭、寡
婦）の生活等を支援する。

１　母子生活支援施設入所委託
　 入所世帯２世帯（継続）
　 新規入所世帯２世帯
２　助産施設入所事業
　 入所件数0件
３　自立支援教育訓練給付金
　 給付者数2名
４　高等職業訓練促進給付金
　 給付者数5名
５　修了支援給付金
　 給付者数0名
６　ひとり親家庭等日常生活支援
　 利用者１名
７　ひとり親家庭等医療費等助成
　 通院・調剤　2355件
　 入院日数　129日

23,426 ○

A302
子育て支援事業等利
用助成事業

　家庭における子育てを支
援する。

　生後６箇月から１０歳未満の子ども
を養育している低所得世帯等に対し、
一時保育、ファミリーサポートセン
ターの利用料の一部を助成した。
・ファミリー・サポート・センタ—の
利用に対する助成
　３０，３２０円（70.5時間分）
・一時保育の利用料に対する助成
　５，２００円（26時間分）

36

　窓口にて事業の説明や資料の配布
を行っているが、他事業と連携し、
更なる周知が必要である。

○

A301
ママヘルパー派遣事
業

　家庭における子育てを支
援する。

　産後家事、育児等の支援、援助を必
要とする世帯に対し、ヘルパーを派遣
し育児指導、家事等の支援事業をする
ことにより褥婦の肉体的、精神的負担
を軽減し産後の生活を支援した。
利用実績：19名　195回
　　　　　313時間

1,413

　専門的な支援を必要とする家庭へ
のヘルパー派遣について、国のガイ
ドラインに合わせた見直しが必要で
ある。

○

②手段・サービス水準の見直し

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

子育て支援課

　家庭児童相談業務などと連携し、制
度の周知を図る。

子育て支援課

　他市の情報を収集し、派遣期間や対
象者など国のガイドラインに合わせた
見直しを行っていく。
　また、サービスの提供に対する費用
負担の見直しについても検討する。

③他事業との連携・統合　

分野 健康・福祉 小分野 3　子育て支援 評価対象年度 H30年度

課題
事業

コード
事務事業名 事業目的 H30年度取組状況

H30
事業費

（千円）



今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了
課題

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

○ 保育課A307 一時保育事業

　保護者の就労形態の多様
化や核家族化、女性の社会
進出の増加に伴う保育ニー
ズに対応する。

公立保育園で一時保育を行う。
・清水口保育園　1,198人
・南山保育園　　1,213人
（延べ人数） 6,717

○

②手段・サービス水準の見直し

保育課

障害児等保育加配保育士補助事業を周
知徹底し、補助金の活用及び障害児保
育の積極的な受入を促す。

A306
私立保育園等補助事
業

　私立保育園等の運営費の
費用負担軽減を図る。

私立保育園へ補助金を交付するととも
に、保育定員を増加させる保育園や保
育士を加配する保育園に対して、運営
費経費等を補助した。

平成30年度実績
ひまわり、白井ふじ、あいあい保育園
に各1名

41,559

障がい児保育のニーズが高まってい
るが、十分に充てられる保育士を確
保することが財政面から見ても困難
であるため、私立保育園での受入が
難しい状況にある。

A305
地域子育て支援拠点
事業

　地域における子育てを支
援する。

家庭で子育てをしている保護者同士の
交流の場の提供や子育てに関する情報
提供、相談、指導、講習会など行っ
た。また、保護者のサークルの支援や
サークル作りの援助を行った。
・清水口保育園　　5,914人
・南山保育園　　　5,209人
・白井ふじ保育園　2,405人
・はなぶさ保育園　2,327人
・こざくら保育園　3,868人
その他、地域で子育てをサポートした
い人と、子育てをサポートしてほしい
人と、両方できる人とで組織するファ
ミリーサポートセンターの運営を行っ
た。

21,220

支援センターやつどいのひろばに来
園できない保護者の、支援を考える
必要がある。（孤立化しないような
配慮が必要である）また、様々な保
護者のニーズに答えられるよう、相
談支援の強化が必要である。

子育て支援課

運営方法の検討と併せてセンター方式
になった場合の準備をしていく。
それに伴い必要な保育所訪問支援の実
施（ニーズ調査や試行）や、これまで
やってきた相談事業等の拡充を行って
いく。
○平成31年度：調査・検討

A304
こども発達センター
事業

　心身の発達や成長に心配
のある子どもや心身障がい
児の地域社会への適応力を
養うとともに、保護者の精
神的・肉体的負担を軽減す
る。

　心身の発達や成長に心配のある子ど
もや心身障がい及びその保護者に対
し、相談・指導・訓練を行った。
・年間開所日数　244日
　グループ利用児　1,2１４名
　個別指導児　2,２５８名
　　計　３，４７２名（契約児）
・年間利用人数　３，５５５名

42,404 ○

　発達・発育に不安を抱えている保
護者が増加傾向にあるため、他機関
と共に、センター事業を今後継続し
ていく必要がある。すべての対象者
への支援の実施回数の頻度が少ない
ことから、施設としての運営方針の
検討が急務である。

○

②手段・サービス水準の見直し

保育課

子育てに関する相談だけではなく、保
育コンシェルジュのような、就労状況
により、その家庭にあったニーズに応
じたサービス（保育園・幼稚園・一時
保育・ファミリーサポートセンター・
子育て支援センター）を案内、また子
育て支援課・健康課と連携を取り相談
を行っていく。

①目的（対象・意図）の再設定



今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了
課題

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

○ 保育課A309 保育園食育推進事業

適切な食生活の知識を普及
する

・保育園において食事のマナーの指
導、季節の野菜を使った献立を実践し
た。
・年間を通して、プランターや園内の
畑で野菜の作付け及び収穫体験を実施
した。
・年長児は給食食材の下準備（皮む
き）を手伝ったり、簡単な調理実習を
行った。

22

○ 保育課A308 私立幼稚園振興事業

　私立幼稚園教育の振興や
経営の健全化を図る。

　私立幼稚園の運営費に対し一部補助
した。
　また、私立幼稚園設置者が保護者に
対し保育料・入園料を軽減した場合に
おいて、就園奨励費補助金を交付し
た。
・私立幼稚園運営費補助金　６園
・私立幼稚園就園奨励費補助金
３３園（９５１人）

135,261



平成３１年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

A401 家庭児童相談事業

　保護者の育児不安の軽減
や、児童の健全育成を図
る。

　18歳未満の児童からの相談や
児童の保護者からの相談に対応
し、子育てに関する助言やサー
ビス利用に係る情報提供を実
施。
・家庭児童相談の実施
 　延べ5,985件

3,873

　家庭児童相談に児童虐待への対応
が含まれており、年々件数が増加し
内容も多様化しているため、慎重な
対応が求められている。

・生活や仕事に関する相談の実
施：143件
・支援調整会議の実施：12回
・家計セミナー等の実施：2回
・任意事業の実施に関する調査
研究

14,748

　ニート・ひきこもりついては、そ
の多くが親などの家族からの支援に
より生活している状況と考えられる
が、親亡き後の生活について、早期
から対応が必要である。

○

②手段・サービス水準の見直し

A404 こころの相談事業

　精神的な不安を抱える人
やその家族が気軽に相談で
きるようにする。

・医師によるこころの相談：延
18件（新規18件）
・精神保健福祉士によるこころ
の相談：延74件（新規 30件/
継続 17 件） 667

精神保健福祉士によるこころの相談
について、周知等により、新規相談
件数が昨年度と比較して増加した。
継続的に相談に来所される方につい
ては、他の制度やサービスの利用
や、地域の中の社会資源の活用も検
討が必要である。

○

社会福祉課

　家庭にひきこもっている子どもや若
者、中高年の方が相談しやすい仕組み
づくりを検討していく。自治会、民生
委員児童委員など地域の状況を把握し
ている方々との連携の充実を図ってい
く。

社会福祉課

相談内容によっては、他の相談窓口や
サービスを紹介するなど、支援内容の
見直しを行っていく。

社会福祉課

事業・組織の見直しにより保健福祉相
談室が廃室となったが、各種制度の狭
間の問題を抱える人からの相談に対応
し、生活困窮者自立支援事業や県の中
核地域生活支援センター事業等との連
携を図り、情報提供などの支援を行っ
ていく。

③他事業との連携・統合　

○

②手段・サービス水準の見直し

A405
生活困窮者自立支援
事業

　様々な原因により経済
的・社会的に生活に困窮す
る者を、早期に把握し支援
することで、生活保護の受
給に至る前の段階で、社会
とのつながりを形成し、自
立した生活に向ける。

A403 虐待防止対策事業

　関係機関と連携し児童や
高齢者、障害者等の虐待問
題の早期発見、早期対応を
行う。

・ネットワーク会議開催(代表者
会議：2回、担当者会議：12回)
・広報誌やホームページ、自治
会回覧による虐待に関する周
知・啓発(広報誌掲載：1回、自
治会回覧：1回)

16

③他事業との連携・統合　

②手段・サービス水準の見直し

A402 保健福祉相談事業

　市民が安心して生活でき
るようにする。

　市民からの福祉に関する相談
に対応し、困りごとの解決に関
する助言やサービス利用に係る
情報提供を実施。
・福祉相談の実施：延 655 件
・福祉部・健康子ども部連絡調
整会議の開催：12回
・保健福祉ガイドブックの発行
2,300部

401

高齢者・障がい者・児童・ひとり親
家庭、生活困窮者等の福祉に関する
総合的な相談体制の充実が法の改正
等により図られてきた。
制度の狭間の問題を抱える人への対
応が必要である。 ○

　虐待や暴力の早期発見・早期対応
については、それぞれの担当部署の
業務実施や関係機関などとの情報共
有により、連携が図れているが、虐
待等の未然防止に関して、各機関の
役割の再確認や連携強化を図ってい
くこと、また、市民への意識啓発が
必要である。

○

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

社会福祉課

　行政組織の見直しにより、ＤＶ防止
対策事業との連携を図り、関係課・関
係機関との連携強化を図っていく。

子育て支援課

　常勤職員を増員することで迅速でき
め細やかな対応を図る。
　継続支援が必要な家庭への支援が滞
らないようにする。

分野 健康・福祉 小分野 ４　福祉相談・支援 評価対象年度 H30年度

課題
事業

コード
事務事業名 事業目的 H30年度取組状況

H30
事業費

（千円）



今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了
課題

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

A406 外国人支援事業

　外国人市民が言葉や生活
習慣の違いにより生活に困
ることなく安心で快適な生
活ができるようにする。

・外国人相談の実施
・広報しろい英語版の発行
・外国人向け日本語教室の開催

866

　白井市に在住する外国人市民は、
平成30年12月末現在で1221人。
前年比は114％となっている。3年
間で約360人増加する中、外国人
市民が日常生活を送る上で、言葉の
問題が壁となり困っている様子が表
れているほか、外国人相談も多様化
している。委託事業化した日本語教
室については、夜間コースを開室し
たこともあり、受講を希望する生徒
が増えていることから、委託内容、
指導方法を検討していく必要が生じ
ている。

〇

②手段・サービス水準の見直し

・ＤＶ相談に関するチラシを作成し、
市民の目につきやすい場所へ掲示・配
架する。

A407 DV防止対策事業

　DVについての市民の理解
を進め発生を予防するとと
もに、DV被害者の安全確
保・自立支援を図る。

・DV相談の実施
・女性生き生き相談の実施
・女性のための支援講座の開催
・緊急一時避難補助支援金
・DVに関する啓発の実施

627

   ＤＶの相談に来られた方の中に
は、ご自身がＤＶの被害者であるこ
とを長年の間、認識しないまま生活
してきている場合があり、DVにつ
いての認識がないまま、被害を受け
続けている状況が把握されている。
　今後も周知啓発を強化し、ＤＶの
未然防止や被害者の安全確保を図っ
ていく必要がある。

○

⑥市民等との協働を導入・拡大

企画政策課

・関係各課や市民等から外国人住民に
対し、どのような支援が必要か情報収
集し、調査を行う。
・日本語教室事業について、指導方法
を原則マンツーマンから、少人数指導
に移行する等、受け入れ生徒数を増や
す工夫をする。

企画政策課
社会福祉課



平成３１年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

A502
健康づくり普及推進
事業

　市民の健康増進と健康意
識の向上を図り、心身とも
に健康で充実した生活によ
り健康寿命を延ばす。

・健康増進ルームの運営方法の見
直しに向けた利用者説明会の開催
及び周知
・健康増進ルームの運営方法の見
直しに伴う条例及び規則改正
・健康づくり推進協議会の実施。
専門員を委嘱し、自殺対策計画の
策定
・ウォーキング教室の開催

13,341

・健康増進ルームの今後の運営方法
を検討していくため、市民の意見を
聞く機会を設ける必要がある。
・健康増進ルームの運営の見直しに
伴い、指導内容の充実に向けた検討
が必要である。
・自殺死亡率の減少を目指し、自殺
対策計画に基づき、自殺対策に取り
組む必要がある。
・次期しろい健康プランの策定にあ
たり、第2次しろい健康プランの評
価及び今後の課題抽出を行う必要が
ある。

○

②手段・サービス水準の見直し

健康課

<健康増進ルーム>
・利用者アンケート及び意見交換会を
実施する。
・新たなマシン等の購入を中止する。
・マシン以外のストレッチや筋力ト
レーニング教室など自宅でできる運動
メニューを中心に提供を行う。
・病院リハビリ終了後の自主トレーニ
ングの場の提供として充実が図れるよ
うに医療機関等への働きかけを行う。
<自殺対策計画>
・関係団体・機関等との連携強化を図
り、自殺対策に取り組むため、（仮
称）自殺対策ネットワーク会議を設置
する。
＜第2次しろい健康プラン＞
・第2次しろい健康プランの評価及び次
期計画の課題抽出のため、市民の「健
康」に関するアンケート調査を実施す
る。

健康生活支援事業

　市民の生活習慣病予防、
健康の維持・増進を支援
し、市民が自身の健康を守
り高めることができるよう
にする。

・こころの健康教室を開催し、市
民がこころの健康を維持できるよ
う、ストレスマネジメント等の方
法について周知啓発を行った。ま
た、成人式でこころの健康に関す
る冊子を配布した。
・心身の不調を抱える人のサポー
ターを育成するため、ゲートキー
パー養成講座を実施した。
・受動喫煙防止のため、市内公共
施設の敷地内禁煙を指針に沿って
推進し、平成31年4月1日より8
施設で敷地内禁煙を実施する体制
を整えた。
・生活習慣病予防のため、生活習
慣病予防教室やCOPD予防教室等
の各種健康教育を実施した。

239

・自殺対策を推進するため、自殺や
自殺対策などに関する正しい知識の
普及啓発や相談窓口等の周知啓発が
必要である。
　また、様々な分野でのゲートキー
パーの養成が必要である。
・受動喫煙防止対策を推進するた
め、関連各課や団体と連携しながら
周知啓発や環境整備を進める必要が
ある。
・生活習慣病の予防につなげるた
め、各健康教室への働き世代の参加
を増やす必要がある。

○

②手段・サービス水準の見直し

分野 健康・福祉 小分野 ５　健康づくり 評価対象年度 H30年度

健康課

・こころの健康教室や健康づくり講演
会等で正しい知識の普及啓発を図ると
ともに、市民や関係機関等と連携し、
相談窓口などの情報を周知する。
・関係課等と連携し、心身の不調を抱
える市民をサポートできるゲートキー
パーの養成を実施する。
・望まない受動喫煙を防止するため、
関係各課との会議を開催し、市民への
周知啓発や受動喫煙防止のための環境
整備を推進する。
・各教室内容の見直しや地区担当保健
師と連携した周知啓発を実施する。

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

課題

今後の方向性

担当部課現状
継続

改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

A501



事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

課題

今後の方向性

担当部課現状
継続

改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

○

②手段・サービス水準の見直し

健康課
・妊娠届出書などの問診項目を見直
し、ハイリスク妊婦へ個別計画をたて
て、継続的に支援していく。

健康課

・飲食店や販売店と連携し、健康な食
に関する情報やメニューを提供する
「しろい食育サポート店事業」を新た
に実施し、市民に健康的な食に関する
普及啓発を行う。

A505 母子保健推進事業

　妊産婦及び乳幼児の健康
管理、妊娠･出産･育児に関
する不安の軽減や仲間作り
を促す。

・妊婦健診、乳児健診の助成
・幼児健診、育児相談、新生児訪
問の実施
・子育てサークルや母子保健推進
員活動への支援

52,791

・身体的なハイリスクだけでなく、
社会的な問題などを重複した妊婦や
子育て世代が増えており、安心安全
な出産や、虐待予防の支援が必要な
ケースが増えている。

A504
食からの健康づくり
支援事業

　子どもから高齢者までの
市民が、望ましい食生活の
知識を学び、健全な食生活
を実践できるようにする。

・各種料理教室、食育講座、離乳
食教室の実施
・食生活改善推進員の養成及び推
進員活動の支援
・保育園や幼稚園、他課や各セン
ターと連携した食育支援
・おすすめレシピ等各種媒体によ
る食育の啓発
・しろい食育サポート店事業の実
施に向けた市内飲食店等へのアン
ケート調査の実施、実施要領の制
定

1,327

・市民が食に関する情報を得る場や
機会が少ない。
・各種料理教室や食育講座、離乳食
教室のさらなる参加率の向上が必要
である。

○

②手段・サービス水準の見直し

健康課
保険年金課

・白井市民の「健康」に関するアン
ケート調査の実施において、歯科健
（検）診受診等に関する実態を把握す
る。

A503
歯科口腔保健推進事
業

　生涯を通じた歯と口の健
康の保持増進や、歯科疾病
の早期発見・早期治療につ
なげる。

・幼児、歯周疾患・妊婦、後期高
齢者の歯科健（検）診の実施
・保育園、小学校等の歯科指導の
実施
・年末年始歯科診療の実施
・しろい歯みがき隊（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ）
活動の実施

3,504

・歯科健（検）診の受診率向上のた
め未受診者の実態把握が必要であ
る。

○

②手段・サービス水準の見直し



事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

課題

今後の方向性

担当部課現状
継続

改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

A507 特定健康診査事業

　市民の生活習慣の変化等
により、近年、糖尿病等の
生活習慣病の有病者・予備
群が増加していることか
ら、生活習慣病の早期発
見・予防を図る。

　40歳以上の被保険者を対象
に、メタボリックシンドローム(内
臓脂肪症候群)に着目した特定健康
診査を前半と後半に分けて実施し
た。
（保健福祉センター外4箇所）

【前半（うち1５日間）】
　6月20日～7月1１日
【後半（うち1５日間）】
　9月３日～10月３日

H29受診率：45.9％
H28受診率：44.3％
H27受診率：43.6％

31,490

　現在、特定健康診査の受診率は横
ばいの状況であり、受診率を向上さ
せるための取り組みを行う必要があ
る。

保険年金課

・現在行っている集団検診方式の他に
　個別検診方式を平成31年度に導入
　するため準備を進める。

・平成30年度未受診者及び平成31年
　度前半未受診者に対して電話による
　受診勧奨を行う。

健康課

○

②手段・サービス水準の見直し

A506 健（検）診事業

　「健康増進法」及び「感
染症の予防及び感染症の患
者に対する医療に関する法
律」に基づき、各種健(検)診
を実施し生活習慣病の予防
や疾病の早期発見と早期治
療を図る。

○各種健(検)診の実施
・胃がん検診(40歳以上・集団22
日間)受診率：20.4％
・大腸がん検診(40歳以上・集団
26日間)受診率：34％
・肺がん・結核検診(40歳以上・
集団30日間)受診率：41％
・子宮頸がん検診(20歳以上女性
で隔年実施・集団12日間)受診
率：26.6％
・乳がん検診(30歳以上女性で隔
年実施・集団12日間、個別7カ月
間)受診率：34.9％
・前立腺がん検診(50歳以上男性
で偶数年齢・個別７カ月間)：
194人
・肝炎検査(40才以上)：435人
・医療保険未加入者への健診(40
才以上)：7人
・後期高齢者健診(75歳以上)：
1,877人
○がん予防、がん検診の受診啓
発、大腸がん検診再勧奨の実施
○精密検査未受診者への受診勧奨
の実施

73,712

・国の目標としているがん検診受診
率50％には至っていない。

○

②手段・サービス水準の見直し

・集団検診において乳がん検診と子宮
頸がん検診の全ての日程で同日実施と
し、効率的に受診できる体制を整え
る。
・後期高齢者健診・医療保険未加入者
の健診を集団健診と併せて市内契約医
療機関で受診できる個別健診を導入
し、受診機会の拡充を図る。



事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

課題

今後の方向性

担当部課現状
継続

改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

保険年金課

・現在行っている償還払いでの助成
　ではなく、医療機関での現物払い
　による助成について、令和2年度か
　ら導入するため準備を行う。

・医療機関からのデータ提供及びデ
　ータによる受診結果の集計が可能
　であるか検討を行う。

A509
人間ドック等受検費
用助成事業

　疾病の早期発見及び早期
治療に役立て、被保険者の
健康保持・増進を図り、医
療費の適正化に資する。

　白井市国民健康保険被保険者及
び千葉県後期高齢者医療被保険者
の人間ドック及び脳ドックに係る
受検費用の一部助成を行った。

【国保】
　・人間ドック助成
　　384件　7,411,200円
　・脳ドック助成
　　64件　1,056,100円
　・人間・脳ドック併用助成
　　60件　1,970,700円

【後期】
　・人間ドック助成
　　77件　1,511,900円
　・脳ドック助成
　　23件　377,600円
　・人間・脳ドック併用助成
　　8件　296,700円

【国保】
10,438

【後期】
2,186

　人間ドック等の助成においては、
償還払いで行っているため、受検者
が一時的に受検費用を全額負担する
必要がある。
　また、受検結果の集計について
は、職員による手入力で行っている
ため、事務負担軽減について検討す
る必要がある。

○

②手段・サービス水準の見直し

・特定保健指導利用者で、翌年度に
おいて特定保健指導の対象とならな
かった人の割合は、前年度
（22.6％）より減少、県平均
23.3％と比較し低い状況である。

○A508 特定保健指導事業

国民健康保険被保険者が生
活習慣病の要因となってい
る生活習慣を認識し、自ら
生活習慣の改善と自己管理
を行うことで、健康的な生
活を維持できるようにす
る。

特定健診受診者のうち、特定保健
指導の対象者へ保健指導を実施し
た。
≪平成29年度実績≫
・対象者542人中、利用者425
人・終了者339人
・実施率：62.5％
・翌年度は特定保健指導の対象と
ならなかった人の割合：19.9％
※平成30年度は現在進行中。

1,913
健康課

保険年金課

特定保健指導対象者への支援方法や対
応などの見直しを図るとともに、支援
者の質を確保するために勉強会を継続
実施する。

④業務プロセスの改善
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○

②手段・サービス水準の見直し

教育支援課

○ケース会議や長欠サポート研修会等
への教育相談員の参加をとおして、学
校・市教育相談・市適応指導教室が協
働体制をつくり、具体的な取り組みを
実施していく。
○情報共有会議において、個々のケー
スの情報交換を積極的に行い、スクー
ルカウンセラーと市教育相談員との連
携を強化する。
○訪問を主とする教育相談員の活用を
推進し、幅広い支援を提供していく。

B103 教育相談事業

　学校生活・家庭生活等
で、よりよい人間関係づく
りや充実した生活が送れる
よう相談者の悩みや課題へ
の支援をする。

教育相談の実施
学校との連携した支援のためのケー
ス会議

3,396

スクールカウンセラーとの情報共有
会議の充実を図り、スクールカウン
セラーと教育相談員との連携を推進
していく必要がある。

○ 教育支援課B102 ＡＬＴ配置事業

　語学教育及び国際理解教
育を推進する。

市内の公立小・中学校にＡＬＴを計
１３名配置した。外国語科・外国語
活動の授業においてALTを活用す
ることにより、児童生徒の興味・関
心が高まった。また、話すこと・聞
くことを中心として学習意欲が向上
している。授業以外にも、学校行事
等にALTの参加があり、国際理解
教育が推進されている。
国はグローバル化に対応するため、
子どもの英語力向上を重要な施策と
考えている。新学習指導要領で小学
校５・６年生は外国語が教科化、小
学校３・４年は外国語活動が必修と
なり、白井市は平成30年度より先
行実施している。

51,808

小学校では、令和２年度より小学校
５・６年生は外国語が教科となるた
め、評価の基準や方法について、国
の方針を受けて、即対応する必要が
ある。
中学校の新学習指導要領では、英語
による英語の授業を目指すため、授
業の質の向上が急務である。

課題

分野 学習・教育 小分野 １　学校教育 評価対象年度

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

H30年度

　国の奨学金制度の充実が図られて
いること、さらに金利がほぼ最低水
準で安定している状況にある中、事
業の必要性を整理する必要がある。

○ 教育総務課

　前期実施計画の最終年度である平成
32年度をもって廃止することを検討
し、廃止にあたっての周知方法や現在
交付決定されている対象者の経過措置
等についても併せて検討する。

B101
教育資金利子補給事
業

　教育の均等及び経済的負
担の軽減を図り、家庭にお
ける子育てを支援する。

教育資金利子補給交付
継続（Ｈ25～Ｈ29）
67件　1,099,965円
新規（H30）
17件　  　97,842円

計　84件　1,197,807円

補助金のあり方の基本方針に基づく
補助金の見直しを行い、補助金の交
付基準に合わせて、補助率を2/3か
ら1/2に変更した。

1,198



課題
今後の方向性

担当部課現状
継続

改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

○

②手段・サービス水準の見直し

教育支援課

（１）学力・体力向上に関する調査研
究
○全国学力学習状況調査・千葉県標準
学力検査の分析とその活用について、
学力向上担当者会議や校内研修会等を
通じて、学校へ提案していく。
〇平成３０年度より２年間、市内の学
校を学力向上推進校と体力向上推進校
にそれぞれ１校を指定し、実践研究、
実践授業の公開について推進する。
（２）学校満足度に関する調査研究
○調査内容、結果が、教育に反映して
いくように研究をすすめていく。
（３）学級満足度に関する調査研究
（Ｑ-Ｕ）
○Ｑ－Ｕの内容及び活用などについ
て、校内研究をさらに充実させ、具体
的な活用や方法について、手立てを提
案していく。

B106
教育課題調査研究事
業

　市の教育課題を的確に把
握し、今後の教育を見通し
て一定の方向性を見出して
いく。

（１）学力向上に関する調査研究
　　　池の上小学校を指定。
（２）体力向上に関する調査研究
　　　桜台中学校を指定。
（３）学校満足度に関する調査研
　　　究
　　　小１～中３までを対象にア
　　　ンケート調査を実施
（４）学級満足度に関する調査研
　　　究（Ｑ-Ｕ）
　　　小３～中３は年１回実際 7,986

◯各調査の分析をもとに、授業改善
に生かしていけるよう、学力向上推
進会議や校内研修会等での継続的な
指導及び助言を今後も行っていくこ
と。
◯学校・学級満足度調査の研究結果
を各学校で十分活用していくこと。
◯学力及び体力向上推進校における
実践研究の成果を市内小中学校に効
果的に広めていくこと。

○

②手段・サービス水準の見直し

教育支援課

派遣参加選考の際に各学校でホストと
しての協力を徹底してもらうよう依頼
する。

B105 青少年国際交流事業

　青少年の国際理解を深め
るとともに、国際的視野を
広め、国際交流推進の担い
手となる人材の育成を図
る。

【派遣】
　派遣人数　生徒27人
　　　　　　　（中2、3年生）
　　　　　　引率教職員　5人
　派遣先　　オーストラリア
　　　　　　◯カヤブラム校
　　　　　　◯キーロー校
　派遣期間　8月16日～26日
　　　　　　（10泊11日）
　
【受入れ】
  受入れ人数　28人
　　　生徒22人
　　（カヤブラム校7人、キーロー校15人）

　　　引率者等　6人
　　（カヤブラム校4人、キーロー校2人）

　交流校　カヤブラム校
　　　　　キーロー校
　受入れ期間　9月20日～26日
　　　　　　　（6泊7日）
　

2,049

・派遣参加の条件として受入れの際
ホストファミリーをすることになっ
ているが、受入れの際にホストを辞
退する家庭がいくつかあった。それ
が事業全体の準備や運営に支障をき
たすことになる。

○

③他事業との連携・統合　

教育支援課

教育相談と連携し、手が足りない場合
には、教育相談委員が支援にまわる。

B104 適応指導教室事業

　学校に不適応を起こして
いる児童生徒に対し、学校
への復帰及び自立を促す。

適応指導教室の運営
学校復帰に向けた支援のためのケー
ス会議

4,880

長期欠席の児童生徒の増加に伴い、
適応指導教室に通う児童生徒が増加
している。そのため、指導員の対応
が間に合わない場合がある。



課題
今後の方向性

担当部課現状
継続

改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

B107
教育の情報化推進事
業

　小中学生がパソコンの基
本的な操作を身につけ、各
教科等の学習活動でパソコ
ンを活用できる環境を整え
る。
　教員がパソコンを活用
し、授業のための情報収集
や資料作成・提示ができる
環境を整える。
　学校における情報発信や
学校事務の軽減を図る。

・教育ネットワークの維持
・教職員一人１台のパソコンの維持
・各学校１教室のパソコン教室の維
持
・校務支援システムの維持
・ファイルサーバ等の外部記憶装置
の維持
・校務用シンクライアントシステム
の維持
・資産管理システムの維持
・ICT支援員の雇用
・機器やネットワークなどの管理を
総務課に移管し、市役所の機器・
ネットワークと一体的に整備・管理
を行うことにより、セキュリティを
始めとした管理水準を市役所と同等
のレベルに近づけた。

93,254

　令和2年度より、小学校におい
て、将来のIT社会に対応するプログ
ラミング的思考を目指した「プログ
ラミング教育」が必須化され、学校
教育のICT活用は、さらに重要性が
増している。
　このことから、ICT機器をより効
果的に活用できるよう、次期更改時
にあわせ、使用機器の選定やLAN
整備などを検討していく必要があ
る。

○

○

B109 学校安全対策事業

　児童・生徒が安全な学校
生活を送ることができるよ
うにする。

交通安全教室の開催、学校安全ボラ
ンティアの支援、登下校安全対策、
白井市通学路交通安全プログラムを
実施した。 5,334

防犯の視点からの地域連携をより推
進していく必要がある。

B108 特別支援教育事業

　特別支援教育における就
学相談及び個別支援の充実
を図る。

個別支援学級在籍児童生徒の増加や
多様化に伴い介助員を１名増員し
た。（22人→23人）
ライフステージに応じた適切な支援
を充実するため、ライフサポート
ファイルの活用を推進した。学校教
職員向けの研修等の充実を図った。

31,543

個別支援学級在籍児童生徒の増加、
多様化、また通常学級に在籍する特
別な支援を必要とする児童生徒への
対応のため、職員の知識資質の向上
等が課題である。

②手段・サービス水準の見直し

学校政策課
総務課

　ICT機器等の更改については、多額の
費用がかかるため、国の「教育のICT化
にむけた環境整備5ケ年計画」を踏ま
え、使用機器の選定やLAN整備などの
検討を重ね、段階的に環境を整備して
いく。

教育支援課

特別支援教育に関する基本的な理論等
を踏まえた研修とともに、より指導に
つながる実践的な内容（事例研究、各
障がいについて各論等）の研修を行
い、指導内容の充実につなげる。

○

②手段・サービス水準の見直し

○

②手段・サービス水準の見直し

教育支援課

道路の整備が進み、危険個所が減少し
てきていることから、対象地域及び学
年と集団登校する範囲を厳選する。

教育総務課B110
学校給食共同調理場
建替事業

  老朽化した現在の学校給食
共同調理場を民間の資金と
ノウハウを活用できるＰＦ
Ｉ方式により施設を整備
し、併せて１５年間の調理
などを委託し、おいしくて
安全・安心な給食を継続的
に提供する。

施設整備を実施
平成３１年１月末　引き渡し済
２月～３月　　  　 開業準備

1,988,876



課題
今後の方向性

担当部課現状
継続

改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

教育支援課

新給食センターのオープンとともに事
業担当が給食センターになる。今後は
小学生だけでなく、中学生に向けても
課題解決に向けて栄養指導の充実を図
る。

B111
小中学生の栄養指導
事業

　市内小中学校の児童生徒
に対し、学校給食をとおし
て健康的な食生活の大切さ
を伝える。

野菜やきのこ類を苦手とする児童生
徒が多く、少しでも栄養のバランス
よく食べられるように意識付けをす
る必要があるため、市内小学校の各
教室を訪問し給食メニューをもとに
食育栄養指導を行なった。
給食センターや各学校と連携し、市
内の児童生徒の食育の充実を図っ
た。

0

野菜やきのこ等を苦手とする児童生
徒が多く、食べ残しが多い。

○

②手段・サービス水準の見直し
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223

　家庭教育が本来必要である人の参
加が見受けられない。

○

○

②手段・サービス水準の見直し

生涯学習課B203 青少年野外活動事業

　青少年が自分で課題を見
つけ、自ら学び、考え主体
的に判断・行動し、問題を
解決する力を養い、集団生
活の中でさまざまな体験を
することで「生きる力」を
身につける。

平成３０年度より休止

0

生涯学習課
アンケート結果を参考に家庭教育講座
の内容の見直しを行う。B204 家庭教育事業

　全ての教育の原点は家庭
教育に始まるため、家庭教
育の重要性とその向上を図
る。

・家庭教育講座の開催
・家庭教育通信の発行
・保護者のニーズ調査（アンケート
の実施）

生涯学習課

　学校の直接軽費による事業実施に向
け関係課と協議を進める。

B202 立春式事業

　中学2年生（14歳）は、
内面的には自己を確立し、
外面的には社会の一員とし
て自分の責任を感じなけれ
ばならない年齢である。こ
の時期の生徒の実態に即し
た教育目標のもとに多様化
する生徒の個性、能力、適
性等を考慮し、人間性豊か
な生徒の育成をめざし、ゆ
とりと充実した学生生活の
推進を図る。

　各中学校長及び担当者で構成する
白井市立春式実行委員会に交付金を
交付した。

775

生涯学習課

　参加者が固定されていたり、参加人
数が少ない大会は、ＰＲの強化方法、
大会の統合・廃止等を検討。B201

各種スポーツ大会開
催事業

　スポーツの普及振興、市
民の健康と体力の保持増進
を図る。

・白井梨マラソン大会
・スポーツフェスタ（体力測定、軽
スポーツ、スポーツゲーム等）
・各種スポーツ大会など（軟式野球
他17競技）

4,560

参加者が固定されていたり、参加人
数等が少ない大会は、競技力向上の
ためにも、改善工夫の必要がある。

○

学校教育の延長線上にある事業であ
ることから、学校の直接軽費による
事業実施を含め、事務の効率化やよ
り特色ある事業展開の検討が必要で
ある。

○

④業務プロセスの改善

②手段・サービス水準の見直し

課題

分野 学習・教育 小分野 2　生涯学習 評価対象年度

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

H30年度



課題
今後の方向性

担当部課現状
継続

改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

文化センター

　サービス水準や蔵書規模等のあり方
を検討し、今後の方向性を提示する。

B206
図書館サービス推進
事業

　市民の読書活動や自主的
な学習・調査活動を支援す
る。

　次のとおり各種図書館サービスを
提供した。
・図書館資料の貸出
・レファレンス・課題解決支援
・障がい者・高齢者サービス
・児童・青少年サービス
・月曜日を除く祝日開館の実施
・図書館カウンター業務委託調査研
究
・利用環境整備
平成３０年度
入館者数：257,512人（882人/
日）
貸出点数：
（個人）461,117点（1,579点/
日）
（団体）　22,841点

25,924

企画政策課

・各事業の委託先である市民団体との
協働を今後も継続して実施していくた
め、より良い事業方法の検討、調整を
市民団体と一緒に図っていく。

国際理解推進事業

　市民の国際的な視野を広
め、様々な異文化への関心
と理解を高める。

・友好都市交流事業(派遣)の実施
・国際親善ミニサッカー大会開催
・駐日大使講演会(カザフスタン共
和国)開催
・世界のダンス＆フェスティバル
2019開催

725

・国際理解の推進にあっては、専門
的知識（語学能力）が必要であるた
め、事業のほとんどを市民団体「白
井国際交流協会」に委託し、市との
協働で実施している状況である。し
かしながら、隔年実施の友好都市交
流事業（受入）については、市直営
で実施しており、他事業同様に市民
団体への委託化が課題である。
・事業のほとんどを委託している市
民団体が高齢化しており、団体の持
久力をつける対策が必要。

※市内に国際理解推進事業の受け皿
となる組織性を備えた市民団体は
「白井国際交流協会」しか存在して
いない。

○

⑥市民等との協働を導入・拡大

文化センターB207 図書館資料整備事業

　市民の読書要求に応じ
る。

　図書・雑誌・新聞などの資料の収
集（購入・寄贈受入）・整理・保
存・提供 21,637 ○

　各種図書館サービスを実施してい
くため、サービス水準や蔵書規模等
のあり方を検討し、今後の方向性を
提示する必要がある。

○

②手段・サービス水準の見直し

B205



課題
今後の方向性

担当部課現状
継続

改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

文化センター
プラネタリウム館運
営事業

　学校教育・生涯学習の拠
点となる事業を通して、空
を見上げ、自然と触れ合え
る機会をつくる。

ライフステージに応じた白井の特色
ある番組の制作、投映、講座等を
行った。
・一般向け投映、子ども向け投映
・幼児･学習投映
・星空コンサート
・天体観望会
・天文講座
H30年度来館者数　20,848人

13,569B208 ○



平成３１年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

B302 文化財調査事業

　白井市の歴史を物語るよ
うな重要な文化財を見出
し、「白井らしさ」を高め
る。

・古文書調査の実施
・古文書調査の報告書刊行
・民俗調査の実施
・各種調査の実施 2,094

B301 市史編さん事業

　市史を編さんする。 ・歴史公文書や各種資料の収集
・市史編さん事業再開の検討
・各種研修への参加

50

　白井市の歴史上重要であ
る指定文化財は「白井らし
さ」を象徴する要素の一つ
であることから、指定文化
財を活かして「白井らし
さ」を高める。
　また文化財の良好な保存
と活用を図る。

・指定文化財の指定（３件）
・散策マップ看板の交換
・講演会等の開催
・指定文化財所有者へ保存・管理・
修理に対して補助金を交付 1,727

生涯学習課

平成８年以降、市史編さん事業は実
質的に休止している。

○

④業務プロセスの改善

生涯学習課

　令和3年の市史編さん再開に向け組織
体制を整え、市史編さんの基本計画を
検討・制定する。

○

生涯学習課

B304
埋蔵文化財・文化財
記録・保護事業

　文化財を未来への遺産と
して伝える。

・埋蔵文化財包蔵地の試掘、確認調
査の実施
・出土品の整理
・測量調査成果の出力

1,037

文化財保護・周知事
業

B303

生涯学習課

○

○

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

文化センター○

分野 学習・教育 小分野 3　文化・芸術 評価対象年度 H30年度

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

課題

B305
市民学芸スタッフ古
文書修補活動事業

　市の歴史を伝える重要な
資料である古文書を、後世
まで良好な状態で守り伝え
る。

・古文書修補作業の実施
・速報展示の開催（年２回）
・古文書修補技能者の育成と技能の
継承
・研修者の受け入れ

173



今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

課題

生涯学習課

　事業内容・事業費の見直し、加盟団
体の連携強化を進める。

B308 市民文化祭開催事業

　市民の公共的な文化振興
活動の成果発表鑑賞の機会
を提供する。

・白井市民文化祭（一般部門及び児
童・生徒対象の学校部門）を開催。
・一般部門は市民文化祭実行委員会
へ補助金を交付し、市民との協働で
実施。

2,422

・白井市文化団体協議会活動への支
援（人材の育成支援・補助）。

○ 生涯学習課

○

⑫その他

B307
文化を支える人材育
成支援事業

　文化振興を協働する市民
で組織した白井市文化団体
協議会の活動を支援する。

500

　市民主体による文化振興を図るた
め、白井市文化団体協議会の自立し
た運営を進める必要がある。
　団体が実施している主催事業につ
いては、設立趣意を踏まえた内容で
の開催を行うよう指導する必要があ
る。

文化センター

企画展を2年ごとにすることで企画展の
充実を図る。また、企画展を開催しな
い年度は、体験教室などの普及事業の
充実を図る。

B306
郷土資料館展示・教
育普及事業

　市民に市の歴史・文化を
知る機会や学ぶ機会を提供
することで市の教育、学術
及び文化の発展に寄与す
る。

・常設展「白井のあゆみ」の開催
・小川瓦木作品の展示替え
・企画展「くらしの中の動物～身近
なパートナーたち～」の準備・開
催、講演会の開催
・古文書講座（初心者向け）
　古文書講座（初級者向け）
　郷土史講座の開催
　①「江戸時代の時刻と十二支」プ
ラネタリウム館との合同事業
　②「古文書講座　中級にチャレン
ジ」
・体験教室の開催
　まが玉づくり
　縄文時代の布づくり
　大福帳づくり
　和本づくり
Ｈ30年度来館者数　15,719 人

611

学芸員2人体制から学芸員1人と事
務職1人の体制になったことによ
り、1年ごとに担当していた企画展
を毎年、1人の学芸員が担当するこ
とになったため、企画展の資料調査
や準備期間を確保することが難しい
状況となっている。

○

文化センター○

②手段・サービス水準の見直し

B309

4,964 　舞台芸術の選定については、ホー
ルを使用する数多くの演目（ジャン
ル等）から限られた予算の中で選定
し提供する必要があり、幅広く提供
できていない。

文化会館自主事業運
営事業

　市民に生の舞台芸術を触
れてもらう機会を提供す
る。

7/14　警察音楽隊コンサート
12/8　落語
12/23　ピアノリサイタル
2/24　ふるさと大使ライブ
3/30　ギターリサイタル



平成３１年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

C103 遊休農地解消事業

　適正な農地の管理と荒廃
化の未然防止及び遊休農地
の解消を図る。

人・農地プランの見直し、草刈機の
貸出を行った。また、農業委員会と
連携して遊休農地の把握や利用集積
等の啓発・推進を行った。

48

事業費は草刈機の維持管理・貸出に
係るもののみであるが、遊休農地の
解消へ繋げるため、人・農地プラン
の座談会における意見交換、農業委
員会、農地利用最適化推進委員、農
地中間管理機構等と連携して遊休農
地の把握や利用集積等の啓発・推進
を継続して行う必要がある。

○ 産業振興課

C102
農業生産技術・経営
改善支援事業

　農業を取り巻く環境が変
化する中、生産技術の向上
や経営改善を図る。

先進事例の調査・研究
研修会・講習会の情報提供
農業研究会事業補助金
輝け！ちばの園芸次世代産地整備支
援事業補助金
被災農業者向け経営体育成支援事業
費補助金

6,049

農業者団体への市単独補助事業につ
いて、補助金の交付方法及び補助対
象経費・補助率等を見直す必要があ
る。

○

②手段・サービス水準の見直し

産業振興課

農業研究会活動支援事業補助金につい
て、補助金見直しスケジュールに基づ
き、平成３１年度までに制度内容を見
直す。

C101 農業・農村交流事業

　市の農業・農村への理解
を深め、地元農産物を身近
に感じられる機会を提供す
る。

市民農園開設方法の相談等
直売所・朝市等の活性化支援
各農業団体が自主的に事業を行える
よう補助
地元農産物のＰＲ活動を充実させ、
地産池消を推進
学校給食等への地元農産物の供給に
ついて関係各課と検討

164

　農業の活性化や地域の活性化を図
るためには、生産者と消費者の交流
の機会を作り、周知する必要があ
る。

○ 産業振興課

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

課題
今後の方向性

担当部課現状
継続

改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

H30年度分野 産業・雇用 小分野 1　農業振興 評価対象年度



平成３１年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

産業振興課

消費者講座などにより、引き続き啓発
する。

C204
消費生活相談・啓発
推進事業

　消費者被害の未然・拡大
防止を図る。

・消費生活相談実施
・消費者講座の開催
・消費者安全確保地域協議会
・消費生活センターの相談員を４名
から５名に増員し、消費者講座など
の回数も増やし啓発を強化した。

3,775

詐欺の手口が年々巧妙になってお
り、被害の未然・拡大防止を図るた
め消費生活センターを広く周知して
いく必要がある。

○

②手段・サービス水準の見直し

産業振興課C203
ふるさとまつり支援
事業

　市民の融和と協調、産業
の発展を図り、ふるさと意
識の高揚に寄与する。

・ふるさとまつりを開催する実行委
員会を支援するとともに、補助金を
交付する。
・ふるさとまつりの会場について、
公園開催などの検討をふるさとまつ
り実行委員会で行い、平成３０年度
は試験的に総合公園で開催した。

4,027 ○

産業振興課

ニュータウン事業用地は完売し、今後
は工業団地内の居ぬき物件などの情報
収集や、公益的施設誘導地区などへの
企業立地の促進に繋がる商業施設等立
地奨励金制度を創設したため周知を図
る。

C202 企業誘致推進事業

　市内産業の振興と市民雇
用の促進を図る。

・企業誘致活動の展開
　　２件の企業立地実績
・企業立地奨励金の交付３件
・展示会等参加における情報収集
・関係機関との情報交換・連携

32,662

　関係機関や民間事業者と連携し、
情報交換、情報収集し案内、企業誘
致活動しているが、ニュータウン事
業用地も完売し、工業団地も企業が
求めるまとまった空き用地がない状
況である。
　将来的な北千葉道路開通も見据
え、市には地理的優位性、ポテン
シャルがあるが、事業用地、商業用
地がないのが現状である。

○

④業務プロセスの改善

産業振興課

・創業支援を図るため、地域の関係支
援機関で連携したネットワークを構築
した創業支援事業計画を策定し、支援
強化を図る。
・経営なんでも相談を拡大し、経営・
創業なんでも相談を設置し相談内容を
拡大する。

C201
中小企業活性化支援
事業

　市内事業者の大部分を占
める中小企業の安定及び活
性化を図る。

・中小企業資金融資   4件
・　〃　利子補給     5０件
・中小企業退職金共済   12事業所
・研究機関との情報交換等　2件
・商店街への補助金交付　7件
・経営支援セミナー開催 １回
・中小企業経営なんでも相談12回

41,186

　創業に関わる問い合わせが増えて
おり、中小企業経営なんでも相談の
中でも対応可能なため、広く周知し
ていく必要がある。

○

②手段・サービス水準の見直し

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了
課題

分野 産業・雇用 小分野 2　商工業振興・雇用 評価対象年度 H30年度

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）



平成３１年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

○

⑫その他

建築宅地課

　

上下水道課
　補助制度の周知と水質汚濁防止の
観点から、市民及び市内業者へPRを
強化する。

D106
アスベスト分析調
査・除去工事補助
事業

　吹付けアスベストが使用
された建築物からのアスベ
スト飛散による市民の健康
被害を防止、生活環境保全
を図る。

　吹付けアスベスト分析調査及び
除去工事を行う建築物所有者やマ
ンション管理組合を対象に、吹付
けアスベスト分析調査に要する経
費や吹付けアスベスト除去工事に
要する経費に対する補助制度を運
用した。（実績0件）

0

D105
合併処理浄化槽等
設置促進事業

　生活雑排水による公共水
域（河川・湖沼）の水質汚
濁を防止する。

　高度処理型合併処理浄化槽の設
置者に設置費用の一部を助成
　補助実績　10基 5,981

　単独処理浄化槽・汲み取り便所
からの合併処理浄化槽への転換が
少なく、計画基数を下回ってい
る。

○

○ 環境課D104
水質調査・地下水
汚染対策事業

　水質汚濁や地下水汚染の
状況を確認・監視し、水質
汚濁・水質汚染の防止対策
を講じるための基礎資料と
する。

・神々廻地区の地下水汚染対策
・河川等の水質調査
・民家井戸の水質監視（平塚）
・地下水汚染機構解明調査
（工業団地）

4,482

環境課D103
不法投棄防止対策
事業

　市民への不法投棄をしな
い、させない意識付けを行
うことにより、不法投棄さ
れない環境をつくる。

・監視パトロールの実施（月２
回）
・監視カメラの増設・設置運営
（移動式監視カメラ５台購入）
・啓発活動
・不法投棄物の撤去、適正処理

1,313

監視カメラの設置と不法投棄禁止
看板の設置により、大規模な不法
投棄は減少しているが、家庭ごみ
の不法投棄は依然として多い。 ○

○

⑦受益者負担の見直し

環境課

環境課

　家庭ごみの有料化を行い受益者負
担を見直す。

D102
省資源・省エネル
ギー推進事業

　地球温暖化の防止及び環
境への負荷の低減に資する
エネルギーの有効活用を図
る。

　住宅用省エネルギー設備の設置
に対して補助金を交付した。
 【太陽光】8件
 【エネファーム】31件
 【蓄電池】23件
 【太陽熱】0件

5,450

D101
ごみの減量化・資
源化推進事業

　ごみ減量意識の高揚を図
り、ごみ処理に係る負担を
軽減するとともに、ごみの
資源化を図る。

・廃棄物減量等推進審議会の開催
（４回）
・生ごみ処理機等購入の助成
（29件）
・生ごみ堆肥化講座等の開催（2
回）
・資源回収運動奨励金の交付
（39団体）

10,391

減量化、資源化の意識向上につい
て、ごみ減量アドバイザーを活用
し、効率性を高める。

○

H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

今後の方向性
課題 担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

H30年度

事業
コー
ド

事務事業名 事業目的

分野 環境・自然 小分野 １　生活環境保全 評価対象年度



平成３１年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

課題

分野 地域・安心 小分野 １　地域のまちづくり 評価対象年度 H30年度

事業
コード

事務事業名 事業目的
今後の方向性

担当部課現状
継続

改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

・しろい市民まちづくりサポートセ
ンターの7つの機能のうち、拠点機
能や情報収集・発信機能以外の機能
についても、段階的に向上させてい
く必要がある。

○

②手段・サービス水準の見直し

市民活動支
援課

市民活動支
援課

継続的な支援を行うことにより公益活動
の活性化を更に促進させるとともに、市
民と市の協働事業へつなげる仕組みづく
りとしての補助制度も併せて検討してい
く。

E101
しろい市民まちづく
りサポートセンター
管理運営事業

市民活動の魅力をいかした
活力のある市民主体の協働
のまちづくりを推進するた
め、市直営による管理運営
を行い、相談機能や交流・
コーディネート機能などを
段階的に充実させる

・5月に市民活動推進センターを市
役所東庁舎に移転し、「しろい市民
まちづくりサポートセンター」とし
て、開設
・センターの7つの機能（拠点機
能、情報収集・発信機能、相談機
能、資源の掘り起こし・提供機能、
交流・コーディネート機能、育成機
能、調査・研究機能）のうち、拠点
機能と情報収集・発信機能を高める
事業を実施した。
・情報発信手法として、まちサポ通
信（年6回）を発行した
・平成30年度登録団体数74

5,431

・引き続き、補助金制度を広く周知
し、応募団体を増やしていく必要が
ある。
・補助金交付団体に補助やヒアリン
グ支援により、公益活動の活性化と
自立した団体を増やしていく必要が
ある。 ○E102

市民団体活動支援補
助事業

公益活動を行う市民団体を
支援し、市民と行政との協
働によるまちづくりを支援
するため、公益活動に要す
る費用の一部を補助する。

・市民団体活動支援補助金の交付
（活動促進型）0団体
（活動発展型）3団体

・平成31年度市民団体活動支援補
助金の募集説明会の実施

・平成31年度市民団体活動支援補
助金交付希望団体の募集
（活動促進型）９団体
（活動発展型）４団体

887



平成３１年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

建築宅地課E204
建築物耐震化支援事
業

　災害に強いまちづくりを
推進するため、旧耐震基準
の戸建て住宅の耐震化を促
進する。

・戸建住宅耐震診断補助（0件）
・戸建住宅耐震改修補助（1件）
・区分所有の共同住宅耐震診断補助
（0件）
・木造住宅耐震診断相談会（4回、
5件）

528 ○

E203
庁舎整備に伴うネッ
トワークの構築事業

　庁舎の新築及び改修のた
め、情報システムを結ぶ新
たなネットワークの整備・
構築を行う。

・本庁舎の新規ネットワーク配線
・市役所旧庁舎から本庁舎への情報
機器等の移設
・市役所本庁舎および保健福祉セン
ターへのWi-Fi機器設置
により、新機器の導入や既存機器の
移設等は全て完了した。

43,406

今後、本事業で導入した機器につい
て、事業終了後も継続して管理及び
機器更改を行う事業費の確保が必要
となる。

総務課○

E202 庁舎整備事業

　災害に強いまちづくりと
しての防災拠点機能の確
保、市民の利便性の向上、
効率的で働きやすい行政機
能の整備を目的として、市
役所庁舎の新築、改修を行
い、安全性及び利便性を向
上させるとともに施設の長
寿命化を図る。

　東庁舎（減築改修棟）の工事が平
成３０年３月に完了したことによ
り、仮移転先から本移転（引越し）
を行い、本庁舎、東庁舎にて業務を
開始。

70,927
公共施設マネ
ジメント課

課題 担当部課

危機管理課

・機能別消防団の導入に向けて、整備
を行う。
・女性消防団の導入について引き続き
検討する。
・消防団員が活動しやすい環境の整備
と安全を確保するための装備充実に取
り組む。
・消防団員の減少に伴い組織を再編す
る必要があるため消防施設の更新を併
せて検討する。

○

⑫その他

今後の方向性

現状
継続

改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

　消防団員の就業形態の変化、核家
族化等による地域の担い手不足か
ら、消防団員の確保が困難になって
いる。

○1,445

・消防団員確保に係る広報
・消防団安全装備品(防火用手袋・
保護メガネ)を購入
・消防団救助資機材(消防ホース)を
購入

評価対象年度

H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

事業
コード

事務事業名 事業目的

E201 消防団体制強化事業

　消防団を中核とした地域
防災力の向上を図る。

分野 地域・安心 小分野 ２　災害対策 H30年度



平成３１年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

②手段・サービス水準の見直し

都市計画課

・引き続き、放置禁止区域内における指
導や啓発に努めるが、より効果的な時間
や場所について検討する。
・撤去車両の迅速な所有者の特定及び通
知に努める。

E303 放置自転車対策事業

　公共の場所における歩行
者等の通行の安全を図り、
良好な生活環境を確保す
る。

・放置禁止区域内における指導
　（注意書の貼付）
・放置禁止区域内における啓発
　（路面標示の設置）
・放置自転車等の撤去
　（移送・保管・返還）

1,132

　近年では、放置禁止区域内の自転
車の撤去台数は減少傾向にあるもの
の、依然として放置車両が後を絶た
ない。
　また、撤去した車両の引き取りが
少なく、返還率が低くなっている。

○

○
市民活動支

援課
E302 交通安全対策事業

市民が交通事故に遭わな
い・交通事故を起こさない
ための交通安全意識の高揚
を図る。

・市内小中学校、保育園等へ交通安
全教室の実施
・街頭啓発活動
・交通事故防止のための注意喚起看
板設置
・市ホームページ、広報紙等を活用
した交通事故発生状況等の情報提供
・交通安全講話の実施

1,545

市民活動支
援課

防犯灯のLED化への検討と併せて、自
治会が管理している防犯灯を市でまとめ
て管理するように移行し、防犯灯・街路
灯の一元管理をすることで、管理の効率
化及び歳出を削減する。

E301 防犯対策事業

市民が自らの地域を守ると
いう自主防犯意識を醸成
し、地域の防犯力を高める
とともに、犯罪の抑制を図
る。

・防犯指導員の委嘱、講習会
・青色防犯パトロール車の貸し出し
・防犯灯の新設
・市ホームページ、広報紙、電子
メール等を活用した犯罪発生状況等
の情報提供
・防犯講話の実施

2,521

・防犯灯の管理主体の一元化の検討

○

④業務プロセスの改善

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了
課題

分野 地域・安心 小分野 3　防犯・交通安全 評価対象年度 H30年度

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）



平成３１年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

建築宅地課○F104
マンション対策支援
事業

　マンション管理組合が抱
える様々な問題に対応す
る。

・分譲マンションの管理組合に対
し、マンション管理アドバイザーを
派遣（2回）
・マンション管理士会主催のマン
ション管理セミナーや個別相談会の
後援（参加者：セミナー12組合２
２名、相談会３組合４名）

40

建築宅地課

　後期実施計画に向けて、事業の方向
性について検討する。

F103
住宅リフォーム助成
事業

　市民の生活環境の向上に
資するとともに、市内産業
の活性化及び雇用の創出を
図る。

　自己の居住する住宅のリフォーム
工事を行う者等を対象にして、住宅
のリフォーム工事に要する経費に対
し補助金を交付した。（実績61
件）

4,895

　事業開始から一定期間経過した現
在、特定の事業者に工事の受注が
偏っており、市内全体の事業者に事
業効果が波及していないため、市内
産業の活性化が限定的である。

○

⑫その他

建築宅地課F102 住み替え支援事業

　子育て世代や高齢者を対
象に、ライフスタイルと居
住する住宅のミスマッチを
解消し、住み替えを支援す
ることにより、安心して暮
らすことのできる住環境を
整備し、移住定住を促進す
る。

　移住・住みかえ支援機構（JTI)が
実施したJTIマイホーム借上げ制度
行政認定講座を受講し、相談窓口と
して登録済み。広報、地区回覧、
ホームページを活用した「マイホー
ム借上げ制度」の周知活動を行っ
た。

0 ○

都市計画課

・R2年度からの防衛補助事業の新
規採択対応

○F101 都市公園等整備事業

　既存市街化区域（冨士地
区）において、公園緑地を
整備し、住みやすい環境づ
くりを推進する。

・（仮称）冨士公園整備にあたり、
防衛補助事業の採択要件となる費用
対効果分析業務を実施

1,201

課題

分野 都市・交通 小分野 １　住環境 評価対象年度 H30年度

事業
コード

事務事業名 事業目的 H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了



平成３１年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

F201 配水施設整備事業

安全な水の安定供給と水道
の普及を促進する。

・配水管の整備工事
・配水場の建設工事
・配水管の整備実施設計

546,316

○

⑧特定財源の活用近年の集中豪雨の増加により早期の
雨水排水整備が求められているが、
事業費が高額であり、整備の迅速化
が図れない。

○

○

上下水道課
都市計画事業であることから、都市計
画税を財源に活用する。

上下水道課

F20３
雨水排水施設整備事
業

市街地の浸水を防除すると
ともに、良好な都市環境の
形成と公衆衛生の向上に寄
与する。

・雨水管渠の整備工事

132,596

F202
汚水排水施設整備事
業

良好な生活環境の形成と公
共用水域の水質を保全す
る。

・汚水管渠の整備（舗装復旧工事）
・汚水桝設置工事

6,110

H30年度取組状況
H30

事業費
（千円）

課題

分野 都市・交通 小分野 ２　生活基盤 評価対象年度 H30年度

事業
コード

事務事業名 事業目的
今後の方向性

担当部課現状
継続

改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

道路課

上下水道課

近年の集中豪雨の増加により、雨水
排水整備の重要性が高まっている
が、事業費が高額であり、整備の迅
速化が図れない。 ○F204 水路等維持改修事業

道路雨水等の排水機能を確
保し、道路冠水の解消、汚
濁水の滞留に伴う悪臭等の
抑制を図る。

西白井地区調整池の除草作業

1,717


